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国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
判
定
基
準
が 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

 

変
更
に
な
り
ま
す　

▽
所
得
が
少
な
い
世
帯
に
対
す
る

軽
減
対
象
が
拡
大
さ
れ
ま
す
。

　

国
民
健
康
保
険
税
の
均
等
割
・

平
等
割
額
は
、
世
帯
の
所
得
に
応

じ
て
７
割
・
５
割
・
２
割
の
税
額

の
軽
減
が
行
わ
れ
ま
す
。
平
成
29

年
度
以
降
の
国
民
健
康
保
険
税
は

下
表
の
と
お
り
軽
減
判
定
基
準
が

変
更
と
な
り
、
軽
減
対
象
世
帯
が

拡
大
さ
れ
ま
す
。（
課
税
限
度
額

の
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。）

　

ご
不
明
な
点
は
、
税
務
課
ま
た

は
住
民
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く

だ
さ
い
。

※
問
合
せ
先

税
務
課　

住
民
税
係

☎ 

９
２
―
７
９
１
８

住
民
課　

保
険
年
金
係

☎ 

９
２
―
７
９
３
４

  

介
護
保
険
料
は
納
期
限
ま
で
に
納
め
ま
し
ょ
う

　

介
護
保
険
料
は
法
律
の
定
め
に
よ

り
、
40
～
64
歳
ま
で
は
加
入
し
て
い

る
医
療
保
険
料
と
合
わ
せ
て
納
め
ま

す
が
、
65
歳
に
な
る
と
個
人
ご
と
に

市
町
村
（
鳥
栖
地
区
広
域
市
町
村
圏

組
合
）
へ
納
め
る
方
法
に
変
わ
り
ま

す
。

　

納
め
方
は
特
別
徴
収
（
年
金
天
引

き
）
が
原
則
で
す
が
、
65
歳
に
な
ら

れ
た
ば
か
り
の
方
や
年
金
が
年
額

18
万
円
未
満
の
方
な
ど
は
普
通
徴
収

（
納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
）
で
納

め
ま
す
。

　

期
限
を
過
ぎ
て
も
未
納
の
状
況
が

続
き
ま
す
と
給
付
制
限
が
か
か
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。
納
め
忘
れ
が
な
い

よ
う
に
口
座
振
替
も
ご
利
用
で
き
ま

す
。

▽
納
期
限
の
設
定
に
つ
い
て

　

納
期
限
は
、
原
則
、
各
納
期
月

の
月
末
で
す
が
、
月
末
が
土
・
日

曜
日
、
祝
日
の
場
合
は
、
翌
月
最

初
の
金
融
機
関
営
業
日
と
な
り
ま

す
。
こ
の
こ
と
か
ら
、同
じ
月（
月

初
め
と
月
末
）
に
２
回
納
付
と
な

る
月
が
あ
り
ま
す
（
左
表
で
※
が

つ
い
て
い
る
月
）。
ま
た
、
12
月

は
25
日
が
納
期
限
と
な
り
ま
す
の

で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

・
鳥
栖
地
区
広
域
市
町
村
圏
組
合　

介
護
保
険
料
係

☎ 

８
５

－

３
６
３
７

※
口
座
振
替
申
込
み
・
問
合
せ
先

・
健
康
福
祉
課

☎ 

９
２

－

７
９
６
４

改正前
（平成 28 年度まで）

改正後
（平成 29 年度から）

７割軽減基準額 基礎控除額 33 万円（変更なし）

5 割軽減基準額
基礎控除額 33 万円＋

26 万５千円×被保険者数
基礎控除額 33 万円＋
27 万円×被保険者数

２割軽減基準額
基礎控除額 33 万円＋
48 万円×被保険者数

基礎控除額 33 万円＋
49 万円×被保険者数

納期 納期限及び口座振替日

１期（６月） ６月 30 日（金）

２期（７月） ７月 31 日（月）

３期（８月） ８月 31 日（木）

４期（９月） 10 月２日（月）※

５期（10 月） 10 月 31 日（火）※

６期（11 月） 11 月 30 日（木）

７期（12 月） 12 月 25 日（月）

８期（１月） 平成 30 年１月 31 日（水）

９期（２月） 平成 30 年２月 28 日（水）

10 期（３月） 平成 30 年４月２日（月）※

▽介護保険料（普通徴収）の納期限及び口座振替日

▽軽減判定所得の変更

介護保険は、介護が必要となったときの

不安や負担を、社会全体で支えあう制度

です。

ご本人や家族のため、介護保険運営の大

切な財源である介護保険料の納付にご協

力ください。


